
 

（案） 

 

介護サービス質の評価に向けた提言に係る参考資料 

 

 

○「１ 介護サービス事業所のサービスの質を評価する仕組みを創設すること」

について 

 

→ 岡山市資料を参照 … １～３頁 

 

 

○「２ 要介護者の状態を改善させた場合の報酬加算を創設すること（通所介

護）」について 

 

→ 岡山市資料を参照 … １、４頁 

 

 

○「３ 要介護者の状態を改善させた場合の報酬加算を創設すること（施設介

護）」について 

 

→ 品川区資料を参照 … ５～１０頁 

 

 

○「４ 介護サービス事業所間の連携を強化する仕組みを創設すること」につ

いて 

 

→ 川崎市資料を参照 … １１～１３頁 

 

資料３－２ 



 
○評価指標の収集(H28.12時点) 

○調査結果から、評価指標のベン
チマークの達成（３つ以上）の可
否状況で評価する 

  H27=72事業所、H26=60事業所 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

日常生活 
機能評価 

指標達成事業所
のうち、日常生活
機能評価の維持・
改善度で評価 

１９点満点で合計点が低いほど、生活自立度が高い。 

H28.6 H28.12 

説明会を実施 
 

今年度の事業に
参加する場合は、
日 常 生 活 機 能
評価を実施する
こと 
 
参加・・・ 
H27=153事業所 
H26=151事業所 
    

  評価指標 

１  外部研修への参加状況 

２  医療機関との積極的連携(DASCモデル事業) 

３  認知症高齢者の受け入れ人数 

４  機能訓練指導員の常勤換算人数 

５  介護職員のうち、介護福祉士の常勤換算人数 

【指標達成事業所】 
 表彰 ＋ 情報公開 

【指標達成事業所かつ 
   アウトカム評価上位】 
  

表彰 ＋ 奨励金 ＋ 
情報公開 
 H27=12事業所 

５つの指標で、ストラクチャー・プロセスを評価。評価指標を達成した事業所にはアウトカム評価を実施し、
上位事業所に奨励金を付与。また、ＤＡＳＣモデル事業で、認知症の早期発見・早期対応に努める。 

参加事業所
への確認 

指標による評価 アウトカム評価 インセンティブ付与 

H28.6 H29.1 H29.3 H29.3 

ＤＡＳＣ調査 
（１回目） 

H28.8 H28.12 

No 評価項目 
選択肢（配点） 

0点 1点 2点 

1 安静の判断 なし あり   

2 
どちらかの手を 
胸元まで持ち上げられる 

できる できない   

3 寝返り できる 
何かにつかまれば

できる 
できない 

4 起き上がり できる できない   

5 座位保持 できる 
支えがあれば 

できる 
できない 

6 移乗 介助なし 一部介助 全介助 

7 移動方法 
介助を要しない 

移動 
介助を要する移動

（搬送を含む） 
  

8 口腔清潔 介助なし 介助あり   

9 食事摂取 介助なし 一部介助 全介助 

10 衣服の着脱 介助なし 一部介助 全介助 

11 他者への意思の伝達 できる 
できる時とできない

時がある 
できない 

12 介助の指示が通じる はい いいえ   

13 自傷行動 ない ある   

合計点数 
  

点 

  日常生活機能評価票＊平成28年3月4日保医発0304第1号別添6 

ＤＡＳＣ調査 
（２回目） 

日常生活 
機能評価 

デイサービス改善インセンティブ事業の概要 



H27年9月 0.0636 0.0085 0.2409 0.0742 0.0857 0.2982 0.2188 0.1251 0.1043 0.2930 0.1550 0.0846 0.0091 1.7503

H28年2月 0.0422 0.0076 0.2272 0.0659 0.0735 0.3010 0.2192 0.1209 0.1053 0.3031 0.1401 0.0724 0.0097 1.6882

差 -0.0215 -0.0009 -0.0137 -0.0083 -0.0121 0.0027 0.0005 -0.0042 0.0010 0.0101 -0.0149 -0.0122 0.0006 -0.0621

H27年9月 0.0725 0.0090 0.2567 0.0802 0.1025 0.3220 0.2081 0.1264 0.1043 0.3078 0.1420 0.0595 0.0043 1.7748

H28年2月 0.0526 0.0104 0.2369 0.0720 0.0807 0.3222 0.1988 0.1164 0.1027 0.3064 0.1284 0.0629 0.0058 1.6961

差 -0.0199 0.0013 -0.0199 -0.0082 -0.0218 0.0002 -0.0094 -0.0100 -0.0016 -0.0014 -0.0136 0.0035 0.0015 -0.0787

H27年9月 0.2113 0.0084 0.3006 0.0955 0.1011 0.4775 0.2809 0.1882 0.1433 0.4551 0.1938 0.0843 0.0084 2.5279

H28年2月 0.1006 0.0057 0.2299 0.0776 0.0603 0.2816 0.1580 0.1379 0.0747 0.3218 0.1293 0.0747 0.0029 1.6552

差 -0.1107 -0.0027 -0.0707 -0.0179 -0.0408 -0.1959 -0.1229 -0.0503 -0.0685 -0.1332 -0.0645 -0.0096 -0.0056 -0.8728

参加事業所
(153事業所)

指標達成事業所
(72事業所)

アウトカム
上位事業所
(12事業所)

0点＝介護なし
1点＝一部介助
2点＝全介助

0点＝介護なし
1点＝一部介助
2点＝全介助

0点＝なし
1点＝あり

0点＝できる
1点＝できない

0点＝できる
1点＝つかまる
　　　　物が必要
2点＝できない

0点＝できる
1点＝できない

0点＝できる
1点＝支えが必要
2点＝できない

0点＝介護なし
1点＝一部介助
2点＝全介助

0点＝介護なし
1点＝介助が必要

0点＝介護なし
1点＝介助が必要

調査月

0点＝できる
1点＝できない
　　　　時がある
2点＝できない

0点＝はい
1点＝いいえ

0点＝なし
1点＝あり

１３：自傷行動 合計
１２：介助の指示

が通じる

日常生活機能評価票

１：安静の判断
２：どちらかの
手を胸元まで

持ち上げられる
３：寝返り ４：起き上がり ５：座位保持 ６：移乗 ７：移動方法 ８：口腔清潔 ９：食事摂取 １０：衣服の着脱

１１：他者への意
思の伝達

（単位：点）　　　　　

デイサービス改善インセンティブ事業の効果 

① 要介護者の状態像の変化は、評価指標を達成した指標達成事業所が、より改善している。 

【条件】 
・平成27年度の事業実績で作成 
  参加事業所（153事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業に参加した事業所 
  指標達成事業所（72事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業における評価指標を達成した事業所 
  アウトカム上位事業所（12事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業におけるアウトカム評価の上位事業所 
・上記の数値は、各日常生活機能評価票の平均値 
・差の欄は、マイナスが改善したことを示す 
・各調査月で、対象となる人は同一ではない。また、複数のデイサービスを利用している人は、それぞれの項目に含まれる。 
・四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。 

１ 



額 対デイサービス比 額 対デイサービス比 額 （増減率） 対デイサービス比

28,368 4,061,613,435 143,176 1.265 30,199 4,220,043,015 139,741 1.270 1,831 158,429,580 △ 3,435 △2.40％ 0.006

9,267 1,049,204,437 113,219 1.000 10,574 1,163,311,884 110,016 1.000 1,307 114,107,447 △ 3,203 △2.83％ 0.000

3,756 466,271,389 124,140 1.096 4,257 515,938,160 121,198 1.102 501 49,666,771 △ 2,942 △2.37％ 0.005

5,773 629,951,537 109,120 0.964 6,602 695,764,650 105,387 0.958 829 65,813,113 △ 3,733 △3.42％ △ 0.006

2,858 324,185,686 113,431 1.002 3,310 357,663,649 108,055 0.982 452 33,477,963 △ 5,376 △4.74％ △ 0.020

単位（人、円）　　

人数 給付費
一人当たり給付費

人数

平成25年12月調査…a 平成27年12月調査…b 差（b－a）

給付費
一人当たり給付費

人数 給付費
一人当たり給付費

非参加事業所

参加事業所

指標達成事業所

岡山市

デイサービス

デイサービス改善インセンティブ事業の効果 

②参加事業所と非参加事業所について、一人当たりに係る給付費を比較してみると、参加事業所の方が
低い。 
③指標達成事業所は、取組開始前（平成25年12月）と平成27年12月を比較した場合、一人当たりに係る
給付費の減額及び減額率が大きく、取組みの効果がみられる。 

【条件】 
・平成27年度の事業実績で作成 
  デイサービス（298事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業実施時に存在した事業所 
  参加事業所（153事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業に参加した事業所 
  指標達成事業所（72事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業における指標達成事業所 
・各年度１２月の給付実績を抽出。給付費はデイサービス以外に係る経費も含む。 
・各年度１２月に各デイサービス事業所を利用していた人に係る給付費を抽出している。 
・各年度で、対象となる人は同一ではない。また、複数のデイサービスを利用している人は、それぞれの項目に含まれる。 
・四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。 

３ 

２ 



H27年9月 0.0636 0.0085 0.2409 0.0742 0.0857 0.2982 0.2188 0.1251 0.1043 0.2930 0.1550 0.0846 0.0091 1.7503

H28年2月 0.0422 0.0076 0.2272 0.0659 0.0735 0.3010 0.2192 0.1209 0.1053 0.3031 0.1401 0.0724 0.0097 1.6882

差 -0.0215 -0.0009 -0.0137 -0.0083 -0.0121 0.0027 0.0005 -0.0042 0.0010 0.0101 -0.0149 -0.0122 0.0006 -0.0621

H27年9月 0.0725 0.0090 0.2567 0.0802 0.1025 0.3220 0.2081 0.1264 0.1043 0.3078 0.1420 0.0595 0.0043 1.7748

H28年2月 0.0526 0.0104 0.2369 0.0720 0.0807 0.3222 0.1988 0.1164 0.1027 0.3064 0.1284 0.0629 0.0058 1.6961

差 -0.0199 0.0013 -0.0199 -0.0082 -0.0218 0.0002 -0.0094 -0.0100 -0.0016 -0.0014 -0.0136 0.0035 0.0015 -0.0787

H27年9月 0.2113 0.0084 0.3006 0.0955 0.1011 0.4775 0.2809 0.1882 0.1433 0.4551 0.1938 0.0843 0.0084 2.5279

H28年2月 0.1006 0.0057 0.2299 0.0776 0.0603 0.2816 0.1580 0.1379 0.0747 0.3218 0.1293 0.0747 0.0029 1.6552

差 -0.1107 -0.0027 -0.0707 -0.0179 -0.0408 -0.1959 -0.1229 -0.0503 -0.0685 -0.1332 -0.0645 -0.0096 -0.0056 -0.8728

参加事業所
(153事業所)

指標達成事業所
(72事業所)

アウトカム
上位事業所
(12事業所)

0点＝介護なし
1点＝一部介助
2点＝全介助

0点＝介護なし
1点＝一部介助
2点＝全介助

0点＝なし
1点＝あり

0点＝できる
1点＝できない

0点＝できる
1点＝つかまる
　　　　物が必要
2点＝できない

0点＝できる
1点＝できない

0点＝できる
1点＝支えが必要
2点＝できない

0点＝介護なし
1点＝一部介助
2点＝全介助

0点＝介護なし
1点＝介助が必要

0点＝介護なし
1点＝介助が必要

調査月

0点＝できる
1点＝できない
　　　　時がある
2点＝できない

0点＝はい
1点＝いいえ

0点＝なし
1点＝あり

１３：自傷行動 合計
１２：介助の指示

が通じる

日常生活機能評価票

１：安静の判断
２：どちらかの
手を胸元まで

持ち上げられる
３：寝返り ４：起き上がり ５：座位保持 ６：移乗 ７：移動方法 ８：口腔清潔 ９：食事摂取 １０：衣服の着脱

１１：他者への意
思の伝達

（単位：点）　　　　　

日常生活機能評価票を活用したアウトカム評価の効果 

① 日常生活機能評価票の合計点は、アウトカム評価上位事業所の方が改善した数値が大きい。 
② アウトカム評価上位事業所は、日常生活機能評価票の調査項目のうち「移乗」「移動方法」「食事摂取」
「衣服の着脱」が改善傾向 

【条件】 
・平成27年度の事業実績で作成 
  参加事業所（153事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業に参加した事業所 
  指標達成事業所（72事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業における評価指標を達成した事業所 
  アウトカム上位事業所（12事業所）・・・H27年度デイサービス改善インセンティブ事業におけるアウトカム評価の上位事業所 
・上記の数値は、各日常生活機能評価票の平均値 
・差の欄は、マイナスが改善したことを示す 
・各調査月で、対象となる人は同一ではない。また、複数のデイサービスを利用している人は、それぞれの項目に含まれる。 
・四捨五入の関係で端数が合わない場合がある。 

１ ２ 



【平成25年度】 333 人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 改善者数（人） 44 13.2%

要介護１ 10 1 維持者数（人） 188 56.5%

要介護２ 9 11 2 改善者・維持者合計（人） 232 69.7%

要介護３ 68 19 1 成果指標

要介護４ 64 10

要介護５ 37

【平成26年度】 263 人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 改善者数（人） 34 12.9%

要介護１ 4 1 3 1 維持者数（人） 139 52.9%

要介護２ 11 10 1 改善者・維持者合計（人） 173 65.8%

要介護３ 48 9 1 成果指標

要介護４ 43 8

要介護５ 33

【平成27年度】 346 人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 改善者数（人） 47 13.6%

要介護１ 7 5 1 維持者数（人） 196 56.6%

要介護２ 14 12 3 1 改善者・維持者合計（人） 243 70.2%

要介護３ 63 10 成果指標

要介護４ 65 15

要介護５ 47

要介護度更新・変更認定者総数

変更前

変
更
後

0.787

要介護度更新・変更認定者総数

変更前

変
更
後

0.838

変
更
後

更新・変更認定を受けた要介護者数

0.829

【資料１】

①要介護度改善ケア奨励事業　事業開始以降の要介護度改善者・維持者一覧表　（特別養護老人ホーム）

要介護度更新・変更認定者総数

変更前 　　成果指標算定式

要介護度維持者数＋改善者数×２



【平成25年度】 55 人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 改善者数（人） 6 10.9%

要介護１ 5 1 維持者数(人) 33 60.0%

要介護２ 1 1 1 改善者・維持者合計（人） 39 70.9%

要介護３ 8 2 1 成果指標

要介護４ 9

要介護５ 10

【平成26年度】 76 人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 改善者数（人） 10 13.2%

要介護１ 5 1 1 維持者数(人) 41 53.9%

要介護２ 13 2 改善者・維持者合計（人） 51 67.1%

要介護３ 10 3 2 成果指標

要介護４ 6 1

要介護５ 7

【平成27年度】 96 人

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 改善者数（人） 16 16.7%

要介護１ 11 1 2 2 維持者数(人) 45 46.9%

要介護２ 7 3 2 改善者・維持者合計（人） 61 63.5%

要介護３ 10 1 2 成果指標

要介護４ 7 3

要介護５ 10

要介護度更新・変更認定者総数

変更前

変
更
後

要介護度更新・変更認定者総数

変更前

変
更
後

0.803

0.802

【資料２】

要介護度更新・変更認定者総数

変更前

変
更
後

②要介護度改善ケア奨励事業　事業開始以降の要介護度改善者・維持者一覧表　（特定施設入居者生活介護）

　　成果指標算定式

0.818

要介護度維持者数＋改善者数×２

更新・変更認定を受けた要介護者数



【資料３】 

作成：品川区高齢者福祉課 

「（仮称）施設サービス向上ケア加算」（案）について 

 

１．名 称 「（仮称）施設サービス向上ケア加算」 

 

２．目 的  入所・入居系施設において、介護サービス向上への取り組みが行われ、

個別性の高い改善案を施設ぐるみで実践することにより、入所・入居者

の要介護度を軽減した施設へインセンティブを与えることで、入所・入

居者の身体状況の改善と施設職員の意欲向上を図ることを目的とする。 

 

３．算定可能とする施設 

     （１）介護老人福祉施設（地域密着型を含む） 

     （２）特定施設入居者生活介護（地域密着型を含む） 

 

４．加算算定の考え方 

    ＰＤＣＡサイクルを採用し、サービス向上への取り組みを実践した結果、入

所・入居者の要介護度を維持・改善した割合が高い施設に対して、加算算定が

できる仕組みとする。 

      P l a n ：施設内での改善計画を立案する。 

      D o ：改善計画に基づいたケアの実践をする。 

      Check：職員がセルフチェックを実施する。 

      A c t ：施設内での検討と施設長による総括を実施する。 

 

５．算定要件案について 

   Ａ．加算算定について届出済の事業所において、評価対象期間（別に厚生労働

大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する年度の次の年度内に限り、所定

単位数を加算する。（注：加算算定単位数については、後述参照のこと） 

     ※定める期間とは、加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から１２

月までの期間（基準に適合しているものとして届け出た年においては、届出の日

から同年１２月までの期間）とする。 

      ただし、下記算出式を用いて定める基準を上回ること。 

     【算出式】 

        要介護度状態区分の維持者数＋改善者数×２  

         更新・変更認定を受けた要介護者の数 

 

   Ｂ．定められた様式（別紙１参照）により、職員の自己評価（ｾﾙﾌﾁｪｯｸ）を実施

すること。 

（自己評価は、施設常勤職員のうち７０％以上の人数で実施すること） 

≧ 0.7 



 

   Ｃ．前項よる職員の自己評価（ｾﾙﾌﾁｪｯｸ）が終了したら、施設内で会議を行い、

施設内の課題と次年度へ向けた向上計画を策定する。向上計画策定時には定

められた様式（別紙２参照）に記録すること。 

     その後、前項にて作成した自己評価と向上計画を保険者へ提出し、当該施

設向上計画の承認を得ること。 

 

   Ｄ．福祉サービス第三者評価を評価対象期間満了日より起算した、過去３年間

に 1 回以上受審していること。 

 

   Ｅ．個別機能訓練加算、サービス提供体制強化加算または日常生活継続支援加

算（介護老人福祉施設のみ）のうち２つを算定していること。 

 

  【所定単位数の加算について】 

   所定単位数の加算については、考え方が２通りある。 

   ①施設全体のサービスを向上させていることから、均等に利用者負担してもら 

   う考え方から、１月について加算を認める方法   

例：施設サービス向上ケア加算   ６単位（１日につき） 

 

   ②要介護度の改善がされた入所者一人ひとりに着目し、要介護度が改善された 

   者に改善された認定日が属する月から起算して１２月を限度として所定単位数 

   を加算する。 

    例：施設サービス向上ケア加算（Ⅰ）  ６０単位（１日につき） 

      施設サービス向上ケア加算（Ⅱ） １２０単位（１日につき） 

      施設サービス向上ケア加算（Ⅲ） １８０単位（１日につき） 

      施設サービス向上ケア加算（Ⅳ） ２４０単位（１日につき） 

 

     ※施設サービス向上ケア加算（Ⅰ）は、要介護度が１段階改善した者 

      施設サービス向上ケア加算（Ⅱ）は、要介護度が２段階改善した者 

      施設サービス向上ケア加算（Ⅲ）は、要介護度が３段階改善した者 

      施設サービス向上ケア加算（Ⅳ）は、要介護度が４段階改善した者 

 

 

 

 

 

 

  

   





施設名 評価者数

サービス種別 評価実施月

施設長氏名 取りまとめ者

住所

電話番号 計画作成日

FAX 計画作成責任者

計画作成者

＜平成○○年度セルフチェックについて＞

＜平成○○年度向上計画について＞ 報告日　　年　　月　　日

セルフチェックの総括 サービス向上にあたっての課題

左記向上計画に基づく改善の進捗状況上記課題に対する具体的な対応策とスケジュール

【別紙２】

自己評価結果とサービス向上計画

施設情報 評価

向上計画



かわさき健幸福寿プロジェクトの概要 

 要介護度及びＡＤＬ（認定調査項目中の１８項目により把握）を評価指標として、一定の評価期間を経て
指標の改善が見られた事業所に対して報奨金等のインセンティブを付与。 
 平成２６、２７年度に実施したモデル事業の結果を踏まえ、平成２８年７月から「かわさき健幸福寿プロジェク
ト要介護度等改善・維持評価事業」として本実施している。 

「要介護度改善・維持評価事業」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ サービス評価の実施 
 

評価単位：利用者毎 

評価指標：要介護度・ＡＤＬ 

評価期間：12か月間 

対象範囲：全介護保険サービス 

参加方法：チーム単位（※）での申込 

評価方法：指標の改善・維持を評価 

インセンティブ：報奨金、表彰等 

２ サービス評価の効果分析 
 

①利用者・事業所の行動への影響分析 
サービス評価の実施が、利用者・事業所の行動変容
（意欲向上、コミュニケーション量の増大、研修等
によるスキルアップ 等）に繋がっているかをアン
ケートにより把握し、より効果的な評価手法の検討
に繋げる。 

 
②ビックデータの活用による時系列分析 
過去７年分の給付実績・認定情報等により構築した
ＤＢを活用し、全利用者のサービス利用傾向と状態
変化の関係性等を時系列で分析する。 
評価事業の参加者に見られる特徴的な傾向などの把
握に活用するとともに、保険財政面から見た事業効
果を把握する。 

※ ケアに関わる介護サービス事業所が複数ある場合、それらを取り纏
めた上でケアマネジャー等が申込を行う。 



サービス評価について 

サービス評価の特徴 

 モデル事業においては、利用者単位の要介護度等の改善を指標とした結果、利用者の意欲向上に一定

の効果が見られただけでなく、事業所の対応として「職種間・事業所間のコミュニケーション量の増大」「連携

の強化」という行動が多く見られた。状態改善のためにこれらの行動が必要である（又は、取組の余地がある）

ということが、介護現場の経験則から導き出されたと考えられる。 

 「かわさき健幸福寿プロジェクト要介護度等改善・維持評価事業」におけるサービス評価では、より効果的

にこの行動を引き出すために、「利用者ごとの指標測定」「指標改善に対するチーム単位の評価」を

導入した。 

かわさき健幸福寿 
プロジェクト 

平成28年 平成29年 

4月～6月 7月～9月 １０月～１２月 １月～３月 4月～6月 7月～9月 

評価期間 

結果集計・評価 

インセンティブ付与 

効果分析 

評価期間：12か月 

平成28年10月から継続実施 



サービス評価の効果分析について 

サービス事業所が複数にまたがる居宅サービスにおける質の評価手法の可能性を提示するため、本市取組

の特徴である「チーム単位の評価」が、利用者・事業所の行動に与えた影響を把握する。（行動変容に関す

る効果測定） 

 

また、多職種連携・事業所間連携に積極的に取り組む事業所が、他と比較してどのような成果を挙げてきて

いるか把握するため、過去７年分の給付実績・認定情報等を活用して構築したＤＢによる時系列分析を実

施する。（優良事業所候補の抽出と、心身機能改善に関する効果測定） 

利用者・事業所の 
行動への影響分析 

 

レセプト等では分からない行動・
意識の変化の把握 

ビックデータの活用 
による時系列分析 

 
アンケートでは把握が難しい 
悉皆・時系列の効果測定 

効果的な評価手法の確立 


